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丸山雅夫
1 刑法が規定する犯罪構成婆件は，錨々の犯罪の成立要件を規定するととも
に，その法的効果としての刑罰(法定別)を個別的に明示している。こうした規定
方法からすれば，犯罪者に科される別認は，成立する犯罪ごとに導かれる(鐙定さ
れる)べきことになる。したがって，数個の犯罪が成立する場合には，成立する
個々の犯罪ごとに刑を個別的に震定したうえで，それらを併せて科する(数億の刑
罰を併科する)のが筋ということになる。単純一界および単純数界として扱われる
場合は，このような対応にもとづいて，成立する犯罪ごとに刑罰が個別的に選定さ
れ，科部される。表見的には数個の犯罪が成立するように見えながらも，構成要件
相互間の論理的な関係から I鏑の犯罪しか成立しえない法条競合(符別関係，補充
関係，択一潟係)も，構成要件が排他的に競合する場合であることから，単純一罪
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のひとつに数えられる。
他方，わが国の刑法は，数僚の犯罪が成立する場合であっても，一定の事情の存
在ぞ契機として，刑罰をまとめる形で 1個の処断刑を導くことを認めている。ま
ず，科別上ー罪と呼ばれる類型にあっては，数{闘の犯努の成立を認めたうえで，そ
れぞれの法定刑を基準として最も重い 1儲の処断刑が導かれる(吸収主義)。この
うち，観念的競合 (54条1項前段)においては，自然的観察のもとにおける行為の
l個性が刑の吸収令根拠づけ(最大事j昭和49年 5月29印肉祭28巻 4号 114頁参照)，
牽連犯(間後段)においては，行為相互間に見られる客観的・主観的な密接関連性
(至程遠性)営根拠として刑の吸収が認められる(滋大判昭和44年6月18日烈築23巻7
号ヲ50頁参照)。また，併合罪と呼ばれる類型において有期刑で処断する場合は，論
理的には単純数罪と同じように扱う(個別に蜜定されたifU~併科する)ことが排斥さ
れないにもかかわらず，数値の犯採の成立を認めたうえで，問時審判の可能性(裁
判手続上の隠j針金)があることを根拠として併合加重された刑(制限加議主義)にも
とづいて処断刑が導かれる (45条以下)。
2 以上のような，罪数と処断烈形成の方法が論理的に確定できたり，条文上に
罪数と処断の方法が明示されている類型に対して，実務と学説においては，価値
的・評価約な観点から一発としての処断念導く包括一努と呼ばれる類型が広く認め
られている。包括一罪は，成立する数億の犯罪棺7i.間{こ認められる一定の関係剖随
俗的に評価することによって，一罪として処断すれば足りるとされるものであり，
単純…採に準ずるものとされる1)。もっとも，包摂ー罪としての処断が認められる
事案にもさまざまなものがある。たとえば，狭義の包括一弾と呼ばれる類型では，
ひとつの条文のなかに密接に関連する数憾の犯罪類型(構成要件)がまとめて規定
されていることが包括的評舗を導しまた，集合犯と呼ばれる類型においては，常
習的な反復行為であること(常習犯)や業としての反復行為であること(職業犯)， 
営利目的にもとづく反復行為であること(営業犯)が，それぞれ包括的評徹(ー雰
としての処誌のを導しさらに，接続犯と呼ばれる類型では，具体的な事案に晃ら
れるさまざまな要素を総合的に評価することによって包括的な扱いが導かれる。
3 包括の契機と根拠がどのようなものであるにしても，事案の価値的評価にも
とづいてー罪としての扱いが導かれる包括ー罪においては，従来は包話一罪とされ
てこなかった事案が包括…葬として評価されるようになることもあり，その結巣と
して，包括ー葬に新しい類型が付け加えられることがある。このような典型例は，
向一態様の連続的行為による窃盗の接続犯の場合(併合界としての処断からの変更)
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に見られる。また，同ーの不動援に対する 2 重の横領行為(抵当権・根抵当権~設定
した後の売却)の存在が認められる事案について，後行処分行為だけを検察官が業
務上横領鍔として起訴したことに対し，最高裁大法廷は，後行処分行為(代物弁
済)ぞ先行処分行為(抵当権の設定)の不可罰的事後行為としていた先例(絞判昭和
31年 6月 26目別条 10巻 6号 874][)ぞ変更して， r売却等による所有権移転行為に
ついて，横領罪の成立自体は，これを肯定することができ……先行の抵当権設定行
為が存在することは，後行の所有権移転行為について認努の成立自体を妨げる
にはならないj としたうえで， r検察官は……先行の抵当権設定行為だけではな
く，後行の所有権移転行為を?とらえて公訴をケ提起することができ…ーそのような公
訴の提起を受けた裁判所は，所有権移転の点だけを審判の対象とすべきであ〔るJ
とした(絞大半u平成 15年 4月23日別去を 57巻 4号 467頁)。もっとも，本判決は， r先
行する抵5当権設定行為について横領苦手が成立する場合における同罪と後行の所有権
移転による横領罪との罪数評価のいかんにかかわらずj とする点で，実体的な罪数
の評舗とは無関係に手続法上の攻防対象論によって結論を導いたもののようにも怒
われるつしかし，後行処分行為{こ横領罪の成立を明示的に認め，不可罰的事後行為
を法条競合(爽体的{こー罪のみが成立する「犯努吸収J)(こ類似するものと~ていた昭
和 31年判決2)を変更した点で， r処罰吸収J的な包括ー界の事案として判断したも
のと言うことができょうへ
さらに，最近，最高裁は，それぞれ異なる被害者{こ対して同一態様の詐欺ぞ連続
的lこ行った街頭募金詐欺の事案(以下， r本件j という)について，全体ぞ包括一努
として処断すべきだとする注回すべき職権判断を示すに至った(議決平成22年 Hl
17臼郁築 64巻 2~王子 III ][0以下， r本決定j という)。従来，接続犯の毒事案をナ別にすれ
ば，問一態様の迷統的行為であることに着目した包括一罪(以下， r逮統的包括-
~I' J という)はー絞に認められることがなく，後述するように，尚一慾様の行為に
よる出資詐欺・投資詐欺事案などは{弁会界として処断されるのが通常であった。そ
の意味で，本決定は，包括…努に新たな類型を付け加えたものである。本決定につ
いては，すでに最高裁の判断を支持する観点から評釈を加えているがり，本務でそ
れをさらに敷街することによって，連続的包括ー界について若干の考察を加えるこ
とにしたい。
;i 
1) 界数とその内容・範図等については，論者によって微妙な相違が見られ，必ずし
も統一的な見解が縫'立されていない。王位絡の叙述lま，丸山雅夫 f犯罪の数(鍔数)J
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井国良・丸山雅夫『ケーススタディ刑法〔第3版JJ(日本評論社， 2011年)364頁
以下の分類を前提としたものである。
2) 伊透秋雄「判例解説Jr銭高裁判所判例解説刑事篤昭和 31年度j(1957年)175 
頁，福崎伸一郎「判例解説Jr最高裁判所判例解説刑事篤王子成 15年度J(2006年)
285頁，参照。
3) 高木俊夫 f事UOlJ解説jジュリスト 1281号 (2004年)167頁，伊東研祐 f判例解
説j頭部典之ほか編『刑法判例百選1各論〔第6版H (2008年)136頁以下，山口
!事?新判例から見た刑法〔第2版JJ(有斐閣， 2008年)90頁以下，間I野朔ほか編
fフ。ロセス演習刑法総論・各論j({言山社， 2009年)170賞以下〔丸山雅夫L参照。
4) 丸山雅夫 f判例批評j判例評論643号 (2012年)28頁以下。
I 本件の事案と裁判所の判断
1 本件は，被告人が，募金活動を行わせるアノレパイトを募集するため求人広告
に虚偽の広告を掲載した事実(織業安定法違反)，難病の予どもたちの支援活動を
装って街頭募金ぞ行った事実(詐欺罪)，街頭募金詐欺によって得た現金を偽名で
高額の貨幣に両替した事実(組織的犯罪処罰法違反)から構成されている。これらの
うち，本稿の検討対象である街頭募金詐欺の公訴事実の要旨は， r被告人は，難病
の子供たちの支援を袋い，王子成 16年 10月21日ころから問年 12月22日ころまで
の悶，アルバイトとして雇用した事情念知らない募金活動員らを大阪市，堺市，京
都市，神戸市，奈良市等の各所の街頭に配誼して，午前 10時ころから午後 9時こ
ろまでの問，不特定多数の通行人等に対し募金を呼び掛け主せ， 9名の者から総額
約 2万 1120円の交付を受けたほか，多数人から応募金名下iこ現金の交付そ受け，
合計 2493万円余りの金員を詐取した」というものであった5)。
第一審の大波地裁は，このような事実について，検察官に倍々の詐欺行為の日
待，場所，被答者，被害金額を特定させないままで答潔を進め，全体を包括して 1
個の詐欺罪な構成するとして，被告人を懲役5年および罰金 200万円に処した。被
告人が按訴したが，大阪高裁も，被害総額令約 2480万円に変更した点、を徐いて一
審判決を是認し，控訴を?棄却した。
2 これに対して，被告人が上告した。上告趨窓において，弁護人は，詐欺罪は
個人的法益に対する罪であるから，街頭募金詐欺についても募金に応じた者ごとに
犯罪が成立し，それらを併合罪とすべきであり，包括一罪としての扱いぞ認、めた本
件においては訴悶が特定されていないなどと主張した。最高裁判所は， J:告をナ棄却
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したうえで，本件詐欺の罪数関係およびその界となるべき事実の特定方法につい
て，職権で次のように判示した。
f本件においては，偲々の被害者，被筈金額は特定できないものの，現に募金に
応じた者が多数存在し，それらの者との関係で詐欺罪が成立していることは明らか
であるj としたうえで， rこの犯行は，偽装の募金活動を主宰する被告人が，約2
か月閣にわたり，アルバイトとして雇用した事憶を知らない多数の募金活動員を関
混一円の議行人の多い場所に記寵し，募金の趣旨そ立看板で掲示させるとともに，
募金絡を持たせて寄付を勧誘する発言を連呼させ，これに応じた通行人から現金を
だまし取ったというもので、あって， f間々の被答者ごとに段別して儲別に欺もう行為
を行うものではなく，不特定多数の通行人一般に対し，一括して，適笈の13，場所
において，連日のように，同一内容の定型的な働き掛けを行って寄付を募るという
態様のものであり，かつ，被告人の l儲の意思，食閣に基づき継続して行われた活
動で、あったと認められる。加えて，このような街頭募金においては，これに応じる
被護者は，比較的少額の現金な募金箱に投入すると，そのまま名前も告げずに立ち
去ってしまうのが透例であり，募金箱に投入された現金は蕊ちに伎の被害者が投入
したものと混和して特定住を失うものであって，個々に区別して受領するものでは
ない。以上のような本件街頭募金詐欺の特徴にかんがみると，これを一体のものと
評{磁して包括ー罪と解した原判決は楚認できるj とし， rその罪となるべき事実は，
募金に応じた多数人全被害者としたよ，被告人の行った募金の方法，その方法によ
り募金を行った期開，場所及びこれにより得た総金額を縞示することをもってその
特定に欠けるところはないというべきであるj とした。
本決定には，須藤正彦裁判官と千葉勝炎裁判官の各補足意見が付されている。
注
5) 家令手口典 r~寺の特例j ジュリスト 1422 号 (2011 年) 128 Nむ
日本件の特殊性
1 詐欺努が成立するためには，行為者による詐欺(歎潟)行為によって相手方
が錯誤に焔り，その結果として，相手方による財物交付ないしは財産的処分が行わ
れたことが必要とされる。また，このような関係が認められる以上は，事案の異体
的な内容がどのようなものであっても詐欺罪の成立が認められる。街頭募金に仮装
した本件は，行為者が事情を知らない複数の募金活動員(アルバイト)を使って，
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こじ難病の子どもを支援する名自のもとに，募金の趣旨を立看板で掲示させるとと
もに，募金箱を持たせて寄付を勧誘する発言を連呼させる行為によって，②その
趣旨を信じた通行人から募金名下の現金を得ていたものである。舎に詐欺行為が認
められ，零iこ錯誤とそれにもとづく財物交付が認められることから，関接正犯によ
る詐欺罪の成立を認めることができる6)。この点には特段の異論がないものと思わ
れる。
街頭募金を仮装した形態、の金員詐取については，詐欺罪の成立を認めることに理
論上は特段の困難がないにもかかわらず， これまで，詐欺苦手として立件された事案
は見あたらないようである。その理由は，必ずしも明らかでないが，これまで街頭
募金を仮装した詐欺の事案が存夜しなかったということなのかもしれない。あるい
は，そのような事案では，被害者が不特定多数にのぼり，被害者と被答額を個別的
に特定することが殴難であることから，詐欺罪としての立件が見送られてきたとい
う事情があるのかもしれない。後者の理由であるとすれば，その背景には，被害者
を異にする詐欺罪は，いかに同一態様の行為で連続的に行われたものであったとし
ても，併合罪として処断すべきであるとする認識があるように思われる。いずれに
しても，本件は，大阪府警が会調ではじめて摘発・立件し，詐欺罪として起訴した
ものである。
2 行為者に成立する犯苦手の数を確定し，その処断の方法を議論する場簡を罪数
論とn手ぶ。ただ，努数論においては，犯罪成立の数とその処断方法という実体法上
の問題が扱われるだけにとどまらず，努数関係が明らかにされることによって，一
司王子;再樫効の及ぶ客観的範閉が明確化されるという手続法上の重要な結論が導かれ
る。また，それは，刑事裁判の対象となる訴践がどの程度に特定されていなければ
ならないかということにもつながる。本件は，まさに，これらの論点が開題になる
ものであった。
一毒事不再怒効の客観的綴閤{ま，公訴事実の同一性が認められる範閣の全体に及
ぶ。したがって，単純一罪についてはもちろんのこと(最判昭和 35年 7月 15臼別条
14巻 9号 11521'i)， 科別上一努の関係にある各犯罪の行為にも及ぶ(緩和j昭和 334
5月6臼剤集12雲寺7号 1297J草〔緩念約競合の事案J)。また，時間的に継続する行為を
まとめて処断する包括一発についても，各行為の中間に確定判決が存在しないこと
を前提として(最大物昭和 24年 5Fl 18 臼別集 3 巻 6~手 ï96 1'i)， 各行為のすべてに一
事不得理効が及ぶ。したがって，包括ー努としての扱いは，各犯罪関に一事不再理
効の認められない併合罪としての扱いに比べて，被告人にとっては有利なものとな
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る。他方，後に述べるように，包括ー罪においては，訴盟の特定(公訴善事実の言ei後
方法)が一定程度緩やかなものとなるためi)， 紡御活動との関係で、被告人に不利に
働くことを苔定できない8)。本件の弁護人の上告趣意が，一見すれば被告人にとっ
て不利益な併合葬としての扱い(制限加蚤JfUによる処断)を主張したのも，訴因が特
定されていなかったこと(手続法上の不利益の存在)の跨題性を争う意図にもとづい
ていたからである。
3 また，本決定の結論を批判する立場においては，本件のf封鎖詐欺事案を包括
一罪として倣うのは，本件における立証(後答者や被筈総額の特定など)の関難さを
閤避するための方便として包括ー努が利用されているとの認識が見られる9)む他
方，本決定を支持する立場においても，包括ー罪としての処断には立誌の国難さを
閤避し得る利点、のあることが指擁されているし10)，検察官の適法な訴追裁量の行
使として本決定の結論ぞ肯定する晃解もある 11)。たしかに，包括ー界としての扱
いが立誌の沼難を緩和する事実は苔定できない。しかし，包括ー罪としての扱いが
いかに便利であるにしても，包括ー努として評価することができない場合には，当
然のことながら包括ー罪としての扱いは許されない。実体法上の罪数論は， どのよ
うな犯罪がどのような形で成立し，それそどのように処断するかという問題であ
り，その認定手続に先行すべきものであるつ実体法上の努数関係を明らかにしたう
えで手続法上の部題に言及する本決定{こ対して，手続法上の関幾.:t'回避するために
包括ー罪としての扱いを導いていると断定的に批判することは，方法論として妥当
なものではない。
;玉
6) さらに， j佐久潟修 f第3者を利用した詐欺一一濁援正犯の綴数をめぐる諮問怒j研
{修750号 (2010年)31'[以下参照。
7) 平野龍一?刑法総言語IIJ(有斐閣， 1975年)413賞。
8) たとえば，奈良俊夫 fいわゆる 5包括一苦手jの再検討序説J研修471号 (1987
年)61'[以下は，包括評織は被告人{こ有利な面ではただちに罪刑法定主義と抵触し
ないが，公訴事実への一括記毅等との関係で，訴砲の記裁や率三是認定において被告
人に不利益をもたらす笥もあち，!j罪刑法定主義との抵紋の可能性をただちには2否定
できないことを指綴している。
め たとえば，松宮孝明「靭UiJJ解説J法学セミナ-667号 (2010年)123]まは， I本件
の包括一罪評価は，総額約2480万円の中には募金活動員がノルマ達成のために入れ
たものも含まれているとする被告人の主主長を封ずるために採用された疑いが残るj
とする。さらに，同「詐欺罪の努数についてj立命銭法学329号 (2010年)261'[， 
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亀井源太郎「特例解説j判例セレクト 2010[lJ (2011年)3頁。
10) たとえば，中島行雄 f判例批評」努祭公論65巻7.0-(2010年)94賞。
1) 滝沢誠 f判例批評j専修口ー シ、ャー ナ/レ6号 (2011年)306頁む
II 連続犯規定とその臨除
1 1947年に削除されるまでの刑法!日 55条は， I連続シタノレ数個ノ行為ニシテ同
一ノ罪名ニ触ノレノレトキハー努トシテ之テ処断スj とする，科刑上一罪の一種として
の連続犯を規定していた。連続犯の概念は， 18刑法下のやj例によっても認められて
いたが(大判明治均年5月10B刑録3繍5巻 16J[)， 1日刑法に成文の規定は存在し
ていなかった。これは，数罪倶発(併合緊)の場合に吸収支義にもとづいて処断す
る陥刑法のもとでは，連続犯をナ特にー罪として規定する実益が乏しかったことによ
る12)。しかし，現行刑法においては，併合罪の処断について制限加重主義が採用
されたことから，科別上一罪としての扱いの重要性が高まり，観念的競合・牽連犯
とともに，科別上一界としての連続犯が規定されることになったものである日。
連続犯規定によれば，連続する数{闘の行為のそれぞれに同じ罪名の罪が成立する場
合{こは，科刑上一界として処断されることになる。たとえば，行為者が伺ーの機会
に復数の被害者を次々に殺害したような場合に，連続犯としての処理が認められ
る会こうした条文のもとでは，現夜一般に包括ー罪としての評価が認められている
お案はもちろんのこと，本件のような事案も，当然に連続犯として処断されるべき
ものであったc
2 連続犯規定の適用に当たって，当初の判例は，条文に明示されていない要件
として被害法益の単一殺を要求し，その適用範腐を厳格に制限する立場合とってい
た14)。しかし，その後は，逮統犯の成立範留を拡張していく動きが次第に顕著と
なり，ついには実務を支配するようになった。その結巣，被答法益の単一位を不要
とする判例変更がなされ， I刑法五十五修……〔ノ〕趣旨タノレヤ荷モ犯人ノ犯シタノレ
数億ノ行局ニシテ緩綴ノ意思ニ出テ而シテ矯メニ侵サレタノレ法益カ間一種類ニ趨シ
法律上向一ノ罪名ニ該ノレトキハー罪トシテ之デ慮隣スト云ブニ在リテ侵サレタ/レ法
主主カ顕一ナノレコトテ要スヘキ趣旨ノ見ノレヘキモノナケレハ其法盆ノ、縦令数箆ニシテ
数多ノ被護者ニ麗スノレ場合ト自在モ逮綴犯タノレテ妨クノレヘキ理由ナシj と判示される
ことになった(大連判明治45年2月ヲ BJfU録泌総 107J[ [複数の被答者からの預り金
に対する遼続的な横領の事案))15)。また， I向一ノ罪名ニ蝕/レノレjの要件について
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も，窃盗罪と強盗罪は他人の占有する対物~奪取する点で本質約に異ならないこと
を理府として， r同〔五十五H傑ニ所諮問一罪名ニ鰯ノレノレ行局トハ……同一ノ名稽テ
潜ブノレ犯罪ノミニ限ラス名檎テ異ニスノレモ同一篠章下ニ規定セラノレノレ同一罪質テ有
スノレ犯罪デモ包含スノレよそノトスJとして，たとえ間一名称の罪でなくても，同一章
下に波定された同一罪質の罪であれば足りるとされることになった(大連戦!大iE3
年2月3臼刑録、20輯 101]室〔漆統的な窃盗と強盗の事案))。さらには，行為の連続性な
根拠づける犯慈の継続性についても，緩やかに解する実務が確立されていった16)。
こうした実務の背景事情としては，一連の犯罪の始期と終期・行為の個数・被害
者や被答額のいずれについても特定が不要なものとされるなど，公訴提起および判
決との関係で裁判手続が簡便なものとなることが指摘されていたli)。また，個々
の犯努に対する法定lfjの綴が広いことから，併合罪(別の制限加重)ではなく科別
上一葬として処断することによっても，妥当な量刑を期待できたという事情も指摘
できるであろう。
3 しかし，その一方では，連続犯としての扱いの拡張は，一事不得浬効の及ぶ
範閣を拡張するという不都合をもたらすことにもなる。もっとも，戦前の刑事訴訟
においては，被告人iこ不利益な再審さえもが許容されていたために (1日別言If486条
参照)，一事不蒋理効の範顕の拡張は必ずしも致命的な問題として顕在化すること
はなかった。しかし，戦後の日本器慾法の制定・施行にともなう刑事訴訟法の応急
措霞法の施行によって，事態、は決定的に変化することになった。すなわち，被疑者
の勾留が短期間に制限されるなど，刑事司法手続に対する制約が厳しくなった一方
で，護法 39条にもとづいて不利益再審が明示的に廃止されたため(刑訴435条)，
漆銃犯の範到にありながら起訴されることのなかった犯罪についても一家不得理効
が及ぶことの結果として，事実上，多くの犯罪が処需を免れてしまうという不都合
が毅在化することになったのである。このような不都合を回避するためには，連続
犯とする範題合制限するような運用だけでは十分でなく，連続お規定そのものを部
徐する以外lこ方策がなかった18)。このようにして，連続犯笈定は刻徐されざるを
えなくなったのである(昭和 22年法 124~予)。
i主
12) 殴藤議光資任緩ま長 5注釈刑法(2)のIU(有斐臨， 1守69年)65i頁〔松尾治也L
13) 倉箆努三郎ほか設修/高橋治俊ほか綴/松尾治也増補解題 u曽補刑法沿革綜覧j
( 1言山社， 1990年)2151賞以下参照〔刑法改正政府提出案理E封書if)o
14) たとえば，大判明治43年5月19日別録 16終的5Jl:は， 2名の被答者に迷続して
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iお答を与えた事案において， I人ノ身慾ノ知キハ包括シテ之テー箇ノ法益ナリト観察
シi1Jサノレモノナノレカ故ニ{雨名〕ニ封ス/レ行矯ノ、刑法第五十五i降、ノ規定ニ依ラス併合
!Ii'ノ例ニ依ワ底分スヘキモノナノレテ以テ」としていた。また，大判明治 44年 10月
26臼刑録 17韓 1769支は，単一の犯意にもとづく出資詐欺の事案について， I各経
募者ノ被害法袋ノ、領鎮濁立ニシテ之テ包括的ニ叡察シテ~-ノモノト看{故スコトテ
得サノレテ以テ犯意ノ緩綴セlレト否トテ関ハス燦募者一人毎ニ濁立ノ詐欺苦言テ構成ス
ヘキモノトスj としていた。
15) また，大半u大正元年 11Fl5白剤録 18翰 1335]主は， 2人の被害者lこ対する殺人と
殺人未遂が連続した毒草案について， li.去盆カ同佐賀ナノレ以上ノ、英財産量的法盆ニ際ス/レ
ト喜子トニ従ヒ行君主ノ連綴的観念テ左おスヘキ理由アノレコトナケレハ……数筒ノ行矯
ノ結果ナ/レ以上……数界トシテ礎断スヘキモノニ非スJとしていた。さらに，佐伯
千{惚 IJ事綴犯j小野博士滋厳記念 F刑事法の理論と現笈(1)刑法(有斐閣， 1951 
年)259頁以下参照c
16) たとえば，大判昭和 6年 6R 12日刑築 10巻 268J'f何年 6カ月にわたって照一
銀行からの業務上横領を繰り返した事案)，大将昭和 6年 7月4白剤集 10巻 308支
(当初の犯意の一部が継続中に新たな間一罪名の犯意を生じた事案)，大判昭和7年
6月30日刑集 11差是 991支(当初から行為全体についての予見までは必重さがないと
された事案)等。
17) 中野次竣?逐条刑法改正の研究(良書普及会， 1948年)76頁以下参照c
18) 中里子・前出j主17)7i夏以下参照。さらに，小野清一郎 f連続犯と包括ー罪j向
rJflj箔の本笈について・その他(脊斐総， 1955年)310頁以下，虫明満子包括一雪警
の研究(成文主主， 1992 iF) 174 N以下c
IV 連続的包括ー罪と街頭募金詐欺の罪数
(1 ) 告括ー罪とその判断要素
1 連続的に実現された数苦手ぞ科別上一罪とする連続犯規定が削徐されたことに
よって，それまで連続犯として処断されていた事案は，併合葬(数界)として扱わ
れることになるはずで、あった。しかし，改正の立案担当者も指摘しているように，
「連続犯の涜止は，実際の問題としては，度ちにこれを?数努に分解してしまうもの
ではなしこれを一葬と見るか数弊と解するかの解釈の余地を，なお学説と判例と
に譲っているJものとされ19)，一努として扱う連続的な数発のありうることまで
は否定されていなかった。このような認識をナ前提として，解釈論J二，ー罪として処
断される包括ー罪と呼ばれる類型が，現夜の実務と学説において広〈認められてい
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るのである。
2 もっとも， どのような事案を包括一罪として処断するかについては，現行刑
法に一般的な根拠規定は存在していない。わずかに，常習賭博罪 (186条1項)の
ような「常習としてj行う反復行為(常習犯)や，然資格医業の罪(医部法 1i条)
のような営利目的にもとづく 「業j としての反復行為(営業犯)，収賄罪 (19i条1
1員等)における発展的な行為(賄絡の婆求・約束・供与)の連続(狭義の包話一努)に
おいて，条文の文言から包括的評価の契機が読み取れるにすぎない。 他方，職業犯
(営利侵的{こもとづかない業として行う反復行為)とされるわいせつ物頒布罪 (li5条l
項)は，営業犯と向様の業態犯とされることから包括一発としての処新が認められ
ているが，条文上に包括的評価の契機そ見出すことはできず，犯行態様を中心とし
た事案全体の実質的・価値的評価から包括ー罪とされるものである。同様の事情
は，接続犯をはじめとする他の包括ー努にも見られる。
このように，包括ー努としての処断の可否が具体的な事案の実質的評価にもとづ
くものであることからすれば，包括ー努として想定される事案も論者によって穏当
に奥なりうるし，本件のような遠鏡的包括ー鍔の類型の扱いについても見解が異な
る20)。したがって，本件が包括ー罪として処断すべき事案であるかということ
も，概念的に決定されるわけではなく，包括的評繍の実質的な基準にもとづいて判
断されなければならないことになる。
3 ~官数の一般的な判断基準と判断方法については多くの見解が主張され，主な
ものとしては，構成婆件襟準説(構成要件を充足する回数・飽数~主主当主とする)をは
じめ，行為標準説(行為の数を基準とする)，結果説ないし法益説(筏饗された法益の
偶数ぞ基準とする)，主主;怒説(行為者の犯罪蕊患の{怒数を基準とする)，儲別化説(具体
約家案{こ応じて異なる2基準をと潟いる)，などが主張されている21)。決定的な見解と言
えるまでのものはないが，犯罪成立を判断する暴挙としては，構成要件探準説の立
場が通説約な見解であると言えよう。また，処断の方法については，行為の数や行
為者の意思刊 行為の状況，法裁の単一性などからの総合的評悩lこもとづいて判断さ
れていると言ってよい。包括ー努も，構成要件擦準説を高官混として， 1屈の罰条の
適用で包括的に評価すれば足りる場合として理解されている出。
たとえば，収賂罪のような狭義の包括ー罪と呼ばれる類型は，ひとつの条文のな
かに筏接に関連する数個の犯罪構成要件(賄賂姿求努，長在賂約束努，賂賂収受!nl)が
まとめて妓定されていることから，賄絡の要求・約束・収受が一連の行為として!額
次に行われたと評儲できる場合には，全体ぞ包括したうえで，ひとつの収賄罪とし
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て処断すれば足ちるとされる(大判昭和 10年 10月23B r問主義 14巻 1052頁)。このよ
うな処断は，逮捕厳禁罪 (220条)との関係で，逮捕行為と監禁行為とが引き続い
て行われた場合にも認められている(最大判昭和 28年6R 1i日刑築 7巻 6号 1289
頁)っこれらの事案は，複数の行為の相互間に見られる関連伎が，科別上一罪の主主
迷犯ほどには強くない一方で， f弁会罪として評悩しなければならないほどには独立
性も強くないと言ってよいものである。もっとも，これらの類裂においても，条文
の規定ぶちは包括的評舗の契機となるにすぎず，その行為の密接関連性を判断する
に当たっては，行為者の意思のあり方や法益侵答の態様，相手方の状況などの諸要
素が総合的に判断されているお)。こうした事情は，条文上に包括的評価の契機が
明示されている常習犯，営業犯の類型においても同様である。
また，条文上には包括的評価の契機が存夜せず， もっぱら解釈によって認められ
ている接続犯と呼ばれる包括ー罪の事案においても，さまざまな要素を総合的に評
価することによってー罪としての処断が導かれる。接続犯の典裂事例とされる窃盗
の草草案について，争犯意の 1個性，争行為の継続(接続)性，手段の同一性，
さを被護者の同一位，争被答物(法益)の同一位，ヨ号待問の接着性に言及したう
えで， r常識上当然一徳の行為と白すべきJとして，併合罪を認めた原判決を破棄
した裁判例がある(議半lJ約手口 24年 7月23日耳目築 3巻 8号 13i3頁)。約 2時間にわ
たって 9依の米俵を 3俵ずつ 3屈に分けて窃取した行為を「常識上当然一億の行為
と回すべきJとする点については観念的競合(科HIJ上一界)との奨問の関係で疑問
があるものの，…罪として処断するという結論は広〈支持されている。また，さま
さーまな要素念総合的に評備したうえで一弾としての処断~導く論理，そして判断に
揺して考慮されるべき要素についても広〈見解の一致が見られる24)。
こうした状況のもとで， 1961 iFの改正刑法準備草案 il条は， r同一の罪名に触
れる数個の行為であっても，臼時及び場所の近接，方法の類似、，機会の同一，意思
の継続その他各行為の関における密接な関係から，その全体を一儲の行為として評
価することを相当とするときは，これを包拐して，一個の罪として処断するj とし
て，包括ー罪とその判断基準の規定化を提案していたところであるお)。
(2) 連続的包括一弾の扱い
1 もっとも，包括的扱いの可否が複合的な望書素から総合的に判断されるにして
も，それは，考慮すべき要素のすべてが間程度の震要伎を持っているということで
はない。この点について，実務は，包括的扱いの判断に嫁して，行為者の意思内容
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と被害法益の単一性(被害者の同一位)ぞ特に重視する綴i勾があるように思われ
る。たとえば， 1個の意怒にもとづいて被害法益が単一である限り，連続的な行為
が認められる場合はもちろんのこと(絞特昭和均年 12月26B lfU主義ヲ巻 14号 3018][ 
〔約3カ月間にわたって向ーの児童に淫行をさせる行為を反復した事案J，最芋U昭和 32年7
月23日JflJ祭 11巻7号 2018頁〔夜師が向ーの麻薬中霊祭殿、表に対して，約4カ月間{こ 38図
にわたって数日おきに麻薬を交付した事案J)，行為が必ずしも連続的でなかったち，
個々の行為ごとの時間的間隔が大きい場合にも(議手U昭和 31年8月3B lfU築 10巻8
号 1202][[医師が民一患者{こ対して，約4カ月潟にわたって 54@]の麻薬注射をし，その
ほぼ3年後の約2カ月間にわたってお切の麻薬注射をした察築J)，広く包括ー罪とし
ての処断を認めてきたむまた，被害法益が単一である限りは，構成要件が問ーでな
く， f殴々の行為態様が必ずしも悶ーでない場合にも包括的扱いを認め(絞利昭和 35
年3月17白剤集 14巻3努351][(向一犯人ぞ滋震ました後lこ隠避した喜草案J)， 異なる条
文の間にわたる混合的包括一罪と呼ばれる形態のものちえもが認められている(議
決昭和 61年 11月18臼別条40巻7号 523頁〔窃滋行為または詐欺行為と 2項強盗未遂行
為が迷統した毒事案J)。
しかし，その一方では，被答法益が単一でない事案については，後に言及する出
資詐欺・投資詐欺の苦手案ぞ含めて，包括的扱いを否定する結論での一致が晃られ
る(主主将昭和 26年5月8臼刑築5巻6号 1012]室〔約5カFlI潟にわたり l僚の配給選出長を
手当局して 33践の記給品詐淑を繰り返した警葬祭J，最'fl日昭和初年 10月14臼別築9巻 11号
2192 ]ま〔業務上保管していた税金等-a:'2年余りの期間で 50割余与にわたって横領した著革
案J)26)。
2 このような事情は，連続的包話一努の帯疫を?少なくとも否定しない学説にお
いても，基本的に問機である。たとえば， i連続一弾jの名称のもとで連続的包括一
葬の形態を認める立場も，包括的評価の可否と範図については，被審法益の単一設
にきわめて重要な慈義を認めている2i)。また，包括ー努の立法化を提案した改正
刑法準綴草案71条は，判例が臨まっていない段階での立法仕による拡張的運用が
危模されたことなどから改正刑法草案(汐73年)では削除されたが，被等法益の単
一性への配慮が見られなかったことに対しでも厳しい批判が向けられていたところ
である2針。こうした立場守徹底すれば，それは，包括的評備について，被害法益
の単一候を単に重視するだけにとどまらず，包括的評儲のための必要条件と解する
(絶対視する)ものとなろう。
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1 被害法益の単一位が包括的許イ面のための必要条件と注れるのであれば，一身
専脳的である億人的法益を保護する犯罪類型においては，たとえ構成要件の同一性
が認められ，かつ類似した具体的行為事情のもとで行為が連続的になされた場合で
あったとしても，包括ー罪としての処断は絶対に認められないことになる。そし
て，そのような理解を明言する立場もある加。そうであれば，約 2カ月間にわ
たって，数か月庁の街頭に事情を知らないアノレバイトを配置して，難病の子どもを?支
援する名自の募金を遂行人に呼びかけさせ，応募金を詐取した本件においても，構
成婆件の伺一位，犯意の 1個性，行為態様の同一性，行為の連続性と時間的接着性
は認められるものの，侵害された法益は被害者(募金に応じた通行人)ごとに区別
されるべき財物(同種類ではあるが悶ーでも単一でもない金長)となるため，包括的
評舗とそれにもとづく処断は認められないことになる。
事実，本件の構造に類似した，不特定多数の者を相手方とする連続的な出資詐
欺・投資詐欺の事案においては，包括的評価が明示的に否定されてきた。たとえ
ば， r詐欺ノ目的テ以テ……多数膝募者ニ苦労シ各別ニ欺隠手段テ施シ依テ各法盆テ
侵努シタノレ場合ニ於テハ各膝募者ノ被害法盆ノ、街笛濁立ナノレテ以テ犯意ノ緩績セノレ
ト否トデ開ハス膝募者一人毎ニ濁立ノ詐欺罪テ構成スヘキモノトスj とされ(大判
明治 44;ド10月26日刑録 17穏 1769頁)， r全犯罪事実について被筈法益の同一位また
は単一性を認めることはできないから(財産的被害法益でその数は多数であるが，
同一 A被評者に対する数偲の行為に限り被害法益の同一性ありとしてこれを包括ー罪
と認むべきである。)本件を包括ー罪として処罰することは許されないJ(名古獲高
判昭和 34年4月22日高別集 12巻 6考 565][)， r罪数は，原刻として行為が犯罪構成
婆{牛舎充足するごとにー{閲と解すべきであるところ，具体的場合において，犯罪構
成要件を数回充足する行為を包括して一界と評価するのを相当とすることもある
が，詐欺罪のような傭人の財践を子保護法益とする界にあっては，共同の財産全対象
としたような場合をと除き，被害者の数ふ 構成要件を充足する行為及び結楽が社会
通念上問ーと尽きれるか否かを基準として決するのが相当であって……被告人らの
本件各犯行は，投資ジャーナ/レグループ{こ属する被告人らが資金集めのため椴協力
しつつ，同グノレープの営業活動として継続的に実行したものと認められるが， この
ような状況を考慮、に入れても，本件の全犯行を包括して一罪と評備するのは相当で
はないj とされている(東京高判昭和 631f11月liB判例符報 1295号 43J[)。
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2 本決定に批判的な立場は，こうした判例の存在を指掃したうえで，本決定を
重大な判例違反として批判するだけでなく 30)，なかには，裁判所による f解釈に
名を借りた立法Jと断定する立場さえもある31)。たしかに，被害法主主の単一性を
包括的評舗の必要条件で、あると考えるならば，本f半導草案も併合界として処断すべき
であったとすることになろう。ただ，そうした理解は，本件に類似した事案に対す
る最高裁判例が存在することから導かれるというわけではない。ましてや，それら
は本件事案の先例となる最高裁判決としての意義はなし したがって判例違反を理
由として本決定を批判するのは妥当で、ない。実質的な問題は，包括的評価の可否と
範磁の判断に捺して，被害法主主の単一位の意義をどのように解するか(絶対的なも
のとしてE重視するかどうか)ということに集約される c
たしかに，個人的法援のなかでも，生命や身体については，法益の単一候は絶対
視すべきものであろう。生命や身体が侵答されるような場合には，誰にどのような
被害が生じたかが，犯罪の成立と処断について決定約な意味を持つからである。
財援についても，基本的には同様のことが妥当するように怒われる。しかし，その
一方で、，財産主的法益の場合lこは，事案の内容によっては，イ也の考慮、要素との全体的
な評価において，法益の単一位が相対的に低下する場合もありうるように思われ
る32)c 本決定における千葉裁判官の補足意見も， r被答法益がー俄であること等
は，包括ー罪として扱うための?要件iとまで考えるべきではなしあくまでも，
包括一努としてとらえることができるか否かを判断するための還要な考慮要素と考
えるべきであり，これらのどれか一つでも欠ける場合は，それだけで包括ー鍔とし
ての評価が不可能であるとまで言い切る必要はないc 本件のように，通常の詐欺罪
とは異なる犯行態様で欺もう行為がされた場合は，涼点に立ち返って，全体として
一つの犯罪と評綴してよし、かどうかを，呉体的に見ていく必要があろう」としてい
る。事案の実態{こ即した妥当な見解と蓄えよう。
3 本件事案lま，被告人が事憶を知らない多数のアノレパイトを利用して，同一意
思、のもとで約2カ汚関にわたり，ほほ同ーの時間帯に通行人の多い場所において定
型的な方法(立雰絞の設留と俊知内容を悶じにする募金協力への呼びかけ)によ与，不
特定多数の者に対して詐欺行為を行ったものであり，被害法益の単一俊以外の考慮、
要素との関係では，包括的な評価が十分に可能なものであった。また，呉体的な財
産的被害も，募金に応じた不特定の者から得た軽微な現金であり，それらは募金箱
への投入によって混和して即座に特定性を失うもの(無級住)である一方，被答総
額としては莫大なものであった。こうした事情のもとでは，詐欺罪の成立にとって
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重要なのは，設にどのような被害が具体的に生じたかではなく，不特定多数の者か
ら全体として多額の金額を詐取したことであり，包括的評価の考慮要素としての法
主主の単一伎の護婆度は相対的に低下すると言うことができる。このような観点か
ら，本件事案の内容を総合的に評価すれば，包括一罪としての処i折を導いた本決定
の結論は支持することができる。もっとも，包括的評価の可否が事案の総合的な判
断にもとづくことからすれば，本決定の結論ぞ支持する立場において，被害の軽微
伎を強調するか33)，慈恵や行為の一体伎を強識するかは34)必ずしも重要なもので
はなしいずれかが決定的というわけではないと思われる。
他方，本決定の結論を批判する立場のなかには，本件事案に~られる特殊性は，
fすべて，現行法における詐欺罪の解釈としての包括ー界での処理を支持するもの
ではなしむしろ，街頭募金詐欺罪という不特定かつ多数の被答者を対象とする集
合的な詐欺危険罪を立法すべき根拠にすぎないj とするものが見られるお)。裁判
所による f解釈に名を借りた立法Jとする指摘も，このような理解を前提としてい
る。 しかし，本件事案は，詐欺罪の客観的構成要件(行為者の詐欺行為による相手方
の銭誤と錯誤にもとづく財援約処分〔燃物交付])を問題なく充足するものであり，詐
欺の危険段階ぞ詐欺罪として処認するものではない。また，包括的な処断の可否
は，界数に関する解釈論の開走塁である。条文上に包括の契機が明示されていない包
括…界(職業犯や接続犯など)の包括的評儲を一律に否定しない限り， r解釈に名を
{おりた立法j という批判は当たらない。
{也プ']，従来の出資詐欺・投資詐欺の事案における判例との整合伎を霊視する観点
から， I本{牛では，被害者が特定できたケースを個別に訴因としたよで，不特定多
数者への投容を訴国外の余罪として量刑上考慮する方法を採るべきであったj とす
る見解も見られる刻。これは，従米の判例との誠和合図ろうとする点で，傾聴に
{障するものときえよう。 しかし，相対的に少額(l万円程度が最高額と怒定される)
の募金で合計2000万円超合得た本件のような事案で，数万円程度の被害額が特定
できれば足りるとするのは事案の実態合反映しないものと震わざるを得ないし，場
合によっては，総額の形でしか財底的被害が判明しないことさえもありえよう。ま
た，本件では問題にならなかったが，被害金額の多くが犯人の手許に残っている場
合{こ，個々の被答者が判明しないために犯罪収益としての没収・追徴ができないと
いう事態は適切でないように忠、われる問。
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(4) 連続的忽括ー罪における訴圏の特定
1 本件における第2の論点、は，包括ー界としての処断ぞ認める場合の公訴事実
の記載方法(訴溺の特定の程度)(こ関わる。本件の公訴事実は，当初， 19名の者か
ら総額約 2万 1120丹の交付を受けたほかJとして，緩やかなものではあるもの
の，一定程度は特定されていたようである。しかし，裁判所の審壊において，検察
15に個々の詐欺行為の日時，場所，被害者，被護金額を特定させないままで審理が
進められたため，公訴事実の特定性が失われることになり，その是非が争われるこ
とになったものである。裁判における攻防の対象は吻縫であることが望ましいか
ら，公訴事実もできるだけ呉体的に記載することが要請されるc こうした観点か
ら，従来の包括一界の判例のなかにも，行為の対象者の一部(少なくとも l名)を
特定する形で公訴事笑を記載したものが~られる(主主決Oì':!手段 61 年 10 FI 28日別室長40
巻 6号 509夏〔忠吉車内lこ遊技機合設澄して多数人{こ賭博行為をさせた家案))。 また，被
害者が特定できたケースだけな具体的に記載すべきであったとする見解も，このよ
うな事憶を考慮したものであると震えよう。
しかし，遊技機による賭博の事案が閉鎖的安関で対象者や行為の臼時・投入金額
の特定lこ大きな飽簸がないものであるのに対して，本件事案は， これらの特定が不
可能に近い一方で，それぞれの向一伎・悶種殺が鳴らかな場合であり，被答金の総
額が事案の評価において重要な意義を持つものであった。したがって，訴因の特定
の可否は，全くの偶然的な事情に左右されざるを得ないものであった。
2 そもそも，訴留を明示することによって公訴事実を記載することを?嬰翁して
いる刑訴法256条3壌の趣旨は， 1裁判所に対し審判の対象令限定するとともに，
被告人に対し防禦の範践を示すことを図的とするものjであり， 1犯罪の日終，場
所及び方法は，これら事項が，犯罪を構成する要素になっている場合を除き，本来
は，界となるべき事実そのものではなしただ訴簡を特定する一手段として，でき
る限り兵体的lこ表示すべきことを?要請されているj ことにある(最大学j昭和 37年 1
月28臼術祭16巻 1努1633}'[)。したがって， 1 (当該犯罪の〕構成婆件に該当すべき
具体的事実を，それが構成要件に該当するかどうかな判断するに足りる程度{こ呉体
的に鳴らかにしてJいれば，罪となるべき事実の特定としては足ちることになる
(議決平成 13年 4丹江臼刑祭55巻 3号 127頁)。
本決定も，街頭募金詐欺という事案の特殊伎を強調して，本件における「罪とな
るべき事実は，募金lこ応じた多数人伝被害者とした上，被告人の行った募金の方
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法，その方法{こより募金金行った期間，場所及びこれによち得た総金額を摘示する
ことをもってその特定に欠けるところはないJとしたものである。こうした理解は，
通説的見解が主張するものでもある38)。第2の論点に関する本決定の結論は，こ
れまでの実務と学説に沿ったものとして，肯定的に評価することができる問。も
ちろん， こうした見解は，実際に十分な捜査が行われることを当然の前提としてい
るのは言うまでもない。本決定における須藤裁判官の補足意見が， i一定の程度の
被害者を特定して捜査することがさして困難を伴うことなく可能であるのに，全く
供述を得ていないか，又はそれが不自然に少ないという場合は，被告人が領得した
金員が錯誤によって交付されたものであるとの事実の証明が不十分であるとして，
被答金額として認定され得ないこともあり得ると思われる」とするのも，このよう
な意味のものとして理解すべきであろう。
j主
19) 中里子・前出注 17)92真。
20) たとえば，林幹人 f罪数論j芝原邦裕ほか縞 5刑法理論の現代的展開総論IJ
(日本評論社， 1990年)278亥以下:ふ連続的包括ー罪の類裂を全く想定していな
い3 他方，虫明・前出i主18)202 ffi[以下は，接続伎の緩い連続的行為を f連続一
努j と呼んで，本稿でいう述統的包括-mlの形態をと例外的{こ認めている。また，山
火I正E員郊ur包括約一罪j在筏耳原老春手犬:ほまか綴 ?η、1判i
以一下ド{は立，包括ー 罪の典tl'lとされる後続犯を:r (1iJf)迷続犯j と呼んでいる。さらに，
大とまにほか綴?大コンメンター/レ}防法〔詳p 絞)策 4巻(青林議院， 1999年)19ヲ
1'1:以下{中山義援)参照。
21) ;許測については，図藤・前出法 12)530 ]立以下 (i話回卒爾〕参照。
22) 平野・前社jj主7)407頁以下，山口厚 5刑法総論〔第 21波Jj(有斐閣， 2007年)
371]を令なお，町野朔 f法条競合論J 王子塁f龍一先生古稀祝jl論文集上巻.!(有斐
閣， 1990年)411頁，伊藤主主 f包括ー罪j沼田典之ほか綴町立法の争点〔第3絞J
(2000年)120頁以下，西国典之ほか編 1注釈汗リ法第 1巻j(有斐慰， 2010年)715 
ffi[(山口浮〕。
23) 狭義の包話一罪における包括約評舗については，丸山雅夫「いわゆる 5狭義の旬
括一知における r-~向性(上)(中)(下)ー判例を中心としてj 特例評論 359 号
(1989年)16夏以下， 360号 8頁以下， 361号 9頁以下，参照。
24) たとえば，渥美東洋「特例解説j平野総ーほか編?刑法特例百選I総論(第 2
絞)j(1984年)191頁，北野)ffili!:r判例解説j芝原邦爾ほか編LJfU法判側首選i総
論(第5版)J (2003年)197頁，須之内克彦 f判例解説j活困奥之ほか綴子刑法判
例百選I総論(第 61夜)J(2008年)203賞。
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25) 刑法改正準備会?改正刑法準備箪案約問理出番 (1961年)154 1'[ (久諮問益
喜)によれば，それは， iJ!i!統犯でもなければ，接続犯でもなく]草案の依っている
犯罪理論にもとづく，会〈新しい立場から，災体上立立び{こ手続上のー罪として館設
せられたものj として説明されているc
26) さらに，只木誠「混合的包括ー罪の前提Jr湾 7雰数論の研究〔織訂版)J(成文
堂， 2009年)164頁以下参照。
27) 虫明;謁「包括的ー採j阿部総ニほか議PfU法基本議度第4巻(法学議院， 1992 
年)306賞。
28) たとえば，鈴木茂溺 f罪数論j 中山研ーほか繍 5現代刑法議度第3巻J(足立文
堂， 1979年)2951'[は， i法益俊答行為の一体性;こ対する配慮はあるものの，侵害法
益の単一位への配慮、はなく，実質約な?包括一罪jの定めを意図するものだとすれ
ば，きわめて問題が多いといわねばならないj とする。さらに，山中俊夫「競合
5BJ 1す問主主平博士・諮問議iE簿土遼慶祝袈 5刑法改正の言者向題J(有斐閣， 1967 
年)133]差以下，井戸留保 f競合犯j刑法雑誌 11巻 1・2号 (19il年)180 1'[以
下，参照。
29) たとえば，間藤重光 IJm法潟姿総論〔第 3販見(創文字土， 1990年)439 1'[は，数
{滋の法主主が侵害された場合の扱いについて， i一身専属的な法益については包括的評
備は許されず，侵答された法益の数だけの犯罪が成立するj とし， i-Jき専属的でな
い法益については，……それぞれの然成婆件的定型の趣旨から判断するほかないj
としている 3 さらに，虫明・摘出注 18)185頁以下， 208 1'[， 229 1'[以下，参照。
30) 松宮・前J出注 9)法学セミナ-667号 123頁，玄守道「判例解説j速報半Ui7JJ解説9
号 (2011年)161 賞。
31) 松宮・前出注 9)立命銭法学 329号 25頁。
32) さらに，小林光 f包話約一努についてJ判例時報 1i24{ラ (2000年)51'[，悶 f雰
数論の慕本j現代]fIJ準法6巻4号 (2004年)511'[以下，di工綴隆「特例批評JT持率
法ジャー ナノレ25号 (2010年)86 1'[，小野発疋 f籾Ui7JJ批評J阪大法学60巻2号 (2010
年)194 1'[，佐伯仁志 f逮統的包括一罪についてj植村立邸判事退窓記念論文集 n晃
代背目撃法の諮問題第 l巻(立花議a，2011年)42頁。なお，東京高判昭和 27年
l月31El高耳U~長 5 巻 3 号 315 1'[参照。
33) たとえば，渡辺咲子「特例解説J 平成 22年度蚤婆判例解説 (2011年)207 1'[， 
青木隠介「包括一苦手に関する議論の新動向 (2)JJ二智法学論集 54巻3・4号 (2011
年)120 1'[，佐伯・前出注 32)44頁。本決定における千葉裁判官の補足意見も問旨。
34) たとえば，佼久間・前出注 6)61'[0 
35) 松宮・続出注 9)立命館法学 329号 25賞。
36) 亀井・前出注 9)331'[。
37) 佐伯・前出注 32)48寅以下。
1ヲ3
38) 正義永孝治ほか編子大コンメンターjレ刑事訴訟法第4巻J(資林議院， 1995王手)183 
資以下〔河村博L伊藤栄樹ほか?注釈刑事訴訟法〔新版〕第3巻J(立花書房，
1996年)487頁〔臼井滋夫J，病un主釈刑事訴訟法〔新絞〕第5巻J(1998年)409 
fi(柴回孝夫J，松尾治也監修 F条解刑事訴訟法〔第4版JJ(弘文裳， 2009年)516 
E室。なお，王子良木登規5号f罪数論と刑事訴訟法j現代刑事法6巻7号 (2004年)39 
fi以下。
39) さらに，古i工・前出注32)87頁，平潟宏毅「判例解説j研修743号 (2010年)20 
fi，渡辺・煎出注33)207頁c
むすびに代えて
以上，街頭募金詐欺事案に関する最高裁平成 22年決定合素材として，連続的包
括ー葬を認、めることの可否について検討してきた。本稿の結論は，従来も指摘され
ていた包括的評舗における諸要素の総合的考慮、を前提としたうえで，具体的な判断
に捺して事案の内容・特殊性lこ着包する場合には，連続的包括ー罪としての処断が
遜切な事案がありうるとするものである。このような構成は，本決定の論理および
結論とも軌をーにする。したがって，本決定は，包第一罪に新たな類型を付け加え
た事例判例としての主主義を有するとともに，街頭募金詐欺の罪数に関する先例!とし
ての意義を手ぎするものと寄ってよい。他方，本決定の結論が本件事案の特殊伎に
依拠していることからすれば，本決定の射程はおのずと限定され，従来のような出
資金詐欺事案や投資詐欺容案にまで及ぶものではない。また，本件類似の街頭募金
において，被害者(の一部)と被害金額(の一部)が個別的に特定できる
湯合があるとしても，併合罪としてではなし包括ー界として処断しなければなら
ないことになる40)。
注
40) 山口・前出i主2)715頁。
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